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①災害に強い建物構造について

構造体 「Ⅰ類」を適用＝大地震動後、構造体の補修をすることなく使用できる。

非構造部材
活動拠点室等・・「Ａ類」を適用＝損傷、移動等が発生しない。
一般室・・・・・・・・「Ｂ類」を適用＝損傷等発生するが安全確保と二次

災害の防止が図られる。

建築設備
「甲類」を適用＝大きな補修をすることなく、必要な設備機能を相当

期間継続できる。

耐震ランク
「Ⅰa」を適用＝耐震性能が優れている建物で、災害時の拠点と

なりうる施設。

構造の目標
大地震動に対しても、機能保持及び収容物の保全が特に必要な官庁
施設について、免震構造・制震構造を採用する。

■耐震性能の確保目標について

②災害時の業務継続機能について

構造形式 免震構造の採用を想定する。

免震構造の形式 中間層免震または柱頭免震の採用を想定する。

■構造形式について

液状化対策の
実施

地震動時における、液状化等の発生の可能性及びその程度を予測し、
それにより建築物等の保有すべき性能が損なわれると判断した場合
には、適切な措置を講じる。

対津波性能の
目標

レベル１・２に応じた「安全の確保と災害応急対策活動が可能となる」
対応を施す。

構造体の対津波
設計の方針

「ピロティ形式の採用・漂流物対策」など、必要な津波対策を講じる。

活動上重要な
拠点室・設備室等

活動上重要な拠点室・設備室等の対策として、大地震動時及び大地
震動後に要求される機能が発揮できるよう、その性能を確保する。

■液状化・津波・浸水被害対策について

天井吊り設備 機器の揺れによるアンカーや吊ボルトの損傷を防止する。

変電設備 耐震基準への適合に加え、長期振動への配慮を行う。

エレベーター
昇降路内の主索、移動ケーブル等の引っ掛かり防止など、エレベーター
の復旧対策を講じる。

■地震揺れ対策について

水損防止
変電設備・発電機設備、空調・消火設備などの各種設備については、水
損防止のため津波想定浸水深以上の階に設置し、浸水部の配管経路
については、配管の破損防止のため強固な壁等により保護する。

電力・ガス
二系統受電や、非常用発電機・太陽光発電システムの信頼性向上など
の対策を講じる。

空調・換気設備
地震等により設備が破損しないよう対策を講じ、災害拠点に必要な居住
環境を確保する。

通信
市役所内外の関係機関との連絡手段である固定電話等や防災無線な
どの非常時の通信手段を確保する。

飲料水・雑用水 非常時の断水に備え、貯水槽や雨水活用など多様な水源を確保する。

排水 下水処理施設の停止や公共下水本管の断絶に備えた対策を講じる。

備蓄 ライフラインの途絶に備え、燃料・水・食料等を備蓄する。

補給
都市インフラや施設内インフラ設備が復旧するまでの間、仮設の応急設
備等からの補給を受けて対応する。

備品・仮設設備
可搬型発電機や扇風機などの備品や、マンホールトイレなどの仮設設
備による対応を検討する。

ＢＣＰをふまえた
対応

その他、業務継続環境の確保のために必要な対策を検討する。

■ライフラインの途絶対策について

※本資料の位置付け
本資料は、災害を見据えた新清水庁舎の建物構造や業務継続機能を検討するにあたり、国や本市の計画・技術基準・ガイドライン等から、導入が期待される
性能・機能を整理したものです。ここで整理した事項について、今後、導入の有無を詳細に検討していきます。

■ 構造・設備計画について（検討事項整理表） 資料３ 別冊
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◇耐震性能の確保の「目標」設定について
 構造体の耐震安全性は、「Ⅰ類」を適用 ＝大地震動後、構造体の補修をすることなく使用できる。
 建築非構造部材の耐震安全性は、「Ａ類」を適用＝大地震動後、非構造部材の損傷、移動等が発生しない。 （一般室はＢ類を適用）
 建築設備の耐震安全性は、「甲類」を適用 ＝大地震動後、大きな補修をすることなく、必要な設備機能を相当期間継続できる。

①災害に強い建物構造・・・耐震性能の目標について

■耐震性能の確保目標＝国土交通省「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」より

部位 分類 耐震安全性の目標

構造体

Ⅰ類
大地震動後、構造体の補修をすることなく建築物を使用できることを目
標とし、人命の安全確保に加えて十分な機能確保が図られるものとする。

Ⅱ類
大地震動後、構造体の大きな補修をすることなく建築物を使用できるこ
とを目標とし、人命の安全確保に加えて機能確保が図られるものとする。

Ⅲ類
大地震動により構造体の部分的な損傷は生じるが、建築物全体の耐力
の低下は著しくないことを目標とし、人命の安全確保が図られるものとす
る。

建築
非構造
部材

Ａ類

大地震動後、災害応急対策活動等を円滑に行ううえ、又は危険物の管
理のうえで支障となる建築非構造部材の損傷、移動等が発生しないこと
を目標とし、人命の安全確保に加えて十分な機能確保が図られるものと
する。

Ｂ類
大地震動により建築非構造部材の損傷、移動等が発生する場合でも、
人命の安全確保と二次災害の防止が図られていることを目標とする。

建築
設備

甲類
大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られていると
ともに、大きな補修をすることなく、必要な設備機能を相当期間継続でき
ることを目標とする。

乙類
大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られているこ
とを目標とする。

■構造体
 「Ⅰ類」を適用＝大地震動後、構造体の補修をすることなく使用できる

■非構造部材
 活動拠点室等： 「Ａ類」を適用＝損傷、移動等が発生しない
 一般室 ： 「Ｂ類」を適用＝損傷等発生するが安全確保と二次災害防止

■建築設備
 「甲類」を適用＝大きな補修をすることなく、必要な設備機能を相当期間継続

※活動拠点室等とは、活動拠点室、活動支援室及び活動通路を指し、活動上重要な設備室、危険物を貯蔵
又は使用する室等を特定し、それ以外の一般室と区分する。

■構造体の耐震ランク＝「静岡市公共建築物耐震対策推進計画」より

ランク 東海地震に対する耐震性能 備考欄
新耐震基準
の建築物

Ⅰ

Ⅰa

耐震性能が優れている建物。

軽微な被害にとどまり、地震後も建物を
継続して使用できる。

災害時の拠点
となりうる施設。

用途計数Ⅰ
Ⅰ＝1.25

Ⅰb

耐震性能が良い建物。

倒壊する危険性はないが、ある程度の被
害を受けることが想定される。

建物の継続使
用の可否は、被
災建築物応急
危険度判定士
の判定による。

Ⅰ＝1.0

Ⅱ
耐震性能がやや劣る建物。

倒壊する危険性は低いが、かなりの被害
を受けることも想定される。

Ⅲ
耐震性能が劣る建物。

倒壊する危険性があり、大きな被害を受
けることが想定される。

■耐震ランク
 「Ⅰa」を適用＝耐震性能が優れている建物。災害時の拠点となりうる施設。

■免震・制震構造の目標＝国土交通省「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」より

■構造の目標

 大地震動に対しても、機能保持及び収容物の保全が特に必要な官庁施設
について、免震構造・制震構造を採用する。

■ 構造・設備計画について（耐震性能） 資料３ 別冊
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◇構造形式について
 構造形式は、最大級の耐震安全性を確保できる免震構造の採用を想定する。
 免震構造の形式は、浸水リスクを考慮し、免震装置が浸水しない、中間層免震または柱頭免震の採用を想定する。

①災害に強い建物構造・・・構造形式について

■構造形式＝免震構造の採用を想定

 構造形式としては、免震・制震・耐震構造の３種類に分類される。

 西宮市第二庁舎（危機管理センター）などでは、大地震時においても防災・危機管理の中
枢拠点としての機能を確実に維持するめ、最大級の耐震安全性を確保できる免震構造を
採用している。

 本市においても駿河区役所庁舎、消防局庁舎において免震構造を採用している。
 当該事例を参照し、新清水庁舎は免震構造の採用を想定する。

図 構造形式の比較

資料：西宮市第二庁舎（危機管理センター）整備事業 基本計画

■免震構造の形式＝中間層免震または柱頭免震の採用を想定

 免震構造の形式には、免震層の設置位置が異なるものがある。

 建築物の基礎部分、階層の途中の中間層部分、柱頭部分の３ケースを比較すると、基礎
免震については免震層が浸水するリスクがあり、免震装置の機能低下の恐れがある。

 上記を踏まえ、新清水庁舎は中間層免震または柱頭免震の採用を想定する。

基礎免震 中間層免震 柱頭免震

概要図

免震箇所 基礎部 中間層部
（２階床下等）

柱頭部
（ピロティ上部等）

耐震性能 全階層で免震 １階部は耐震
上部は免震

同左

浸水被害 免震層が浸水するリスク
があり、免震装置の機能
低下の恐れがある。

免震層を想定浸水深
以上とすることで、
免震装置が守られる。

同左

事例 静岡市駿河区役所庁舎
静岡市消防局庁舎

横浜市庁舎（神奈川県）
延岡市庁舎（宮崎県）

市川市第二庁舎（千葉県）
大田原市庁舎（栃木県）

図 免震構造の形式の比較

資料：本市及び他都市の事例を参照し作成

■ 構造・設備計画について（構造形式） 資料３ 別冊
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◇液状化対策について
 液状化等の発生の可能性及びその程度を予測し、建築物等の保有すべき性能が損なわれると判断した場合には、適切な措置を講じる。

①災害に強い建物構造・・・液状化・津波・浸水被害対策について

■地盤の液状化対策

■液状化対策の実施（官庁施設の総合耐震・対津波計画基準より）

 地震動時における、液状化等の発生の可能性及びその程度を予測し、それ
により建築物等の保有すべき性能が損なわれると判断した場合には、適切
な措置を講ずる。

 新清水庁舎建設予定地において地質調査を実施し、大地震動後の液状化
発生の有無を判定する。液状化発生が予測される場合は、液状化対策とし
て、右表に示す工法から、適切な地盤改良等を実施する。

分類 原理 効果 工法

液状化
発生の
抑制

土の性質の
改良

密度の増大
（有効応力の増大）

締固め工法
（密度増大

工法）

サンドコンパクション
パイル工法
静的締固め工法 など

団結
（せん断変形の抑制）

固化工法 薬液注入工法（注入
固化工法）など

粒度の改良 置換工法 置換工法（掘割置換）
など

飽和度の低下
（有効応力の増大）

地下水位
低下工法

ディープウェル工法
排水溝工法

応力・変形・
間隙水圧に
関する条件
の改良

有効応力の増大 ゴムバックなどによる側圧の増大

間隙水圧の抑制・
消散

間隙水圧
消散工法

バーチカルドレーン工法
排水機能付鋼材工法

せん断変形の抑制 せん断変形
抑制工

格子状地盤改良
連続地中壁による工法

液状化
被害の
軽減

液状化の発生
は許すが
構造的に対応

基礎の強化など 杭基礎など
杭状地盤改良

地中構造物の
浮き上がり量の低減

浮き上がり抑止杭
地中構造物の重量増大

地盤変位への追従 配管の可撓継手など

液状化後の変位抑制 直接基礎のジオグリッドなどによる補強
盛土に対するシートパイル締切工法

資料：土木学会「液状化対策工法の分類と工法概要」（2012.4）をもとに作成

◯液状化対策工法の分類

◯液状化対策の例 （静岡市消防局庁舎：サンドコンパクションパイル工法）

■ 構造・設備計画について（液状化対策） 資料３ 別冊
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◇津波・浸水被害対策について
 最大クラスの津波発生時に、災害応急対策活動が可能となることを目標とする。
 津波が作用しない構造であるピロティ形式の採用や敷地内緑化（植樹）による漂流物対策などの津波対策を講じる。
 活動上重要な拠点室・設備室等は、浸水被害を受けないフロアに設ける。

①災害に強い建物構造・・・液状化・津波・浸水被害対策について

■津波・浸水対策

■対津波性能の目標 （国土交通省「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」より）

 対津波性能の目標＝レベル１・２に応じた「安全の確保と災害応急対策活動
が可能となる」対策を施す。

基礎

２階

津波
浸水深

ピロティ
１階

◯ピロティ形式の採用

資料：国土交通省「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」（H25）より 津波漂流物対策施設の主な種類は図に示す通りであり、捕捉する
漂流物の種類や守るべき施設等に応じて適切に選定することが重
要である。

〇津波漂流物対策の方法（例）

資料：水産庁「漁港の津波漂流物対策施設設計ガイドライン（案）」より

※レベル１の津波とは、最大クラスの津波に比べて発生頻度が高く津波高は低いものの大きな被害をもたらす
津波をいう。
レベル２の津波とは、発生頻度は極めて低いものの発生すれば甚大な被害をもたらす最大クラスの津波を
いう。南海トラフ巨大地震被害想定におけるレベル２津波浸水深は２～３メートル程度が想定されている。

全ての津波災害 施設利用者の安全確保を最優先の目標とする

レベル１の津波
（発生頻度が高く、
高さが低い津波）

津波発生時の災害応急対策活動及び、津波の収束後に事務及び
事業の早期再開が可能となることを目標とする

レベル２の津波
（最大クラスの津波）

津波発生時の災害応急対策活動が可能となることを目標とする

◯津波に対する機能確保に関する「災害応急対策活動を行う施設」の目標

■津波対策の実施 （国土交通省「津波避難ビル等の構造上の要件の解説」等より）

 構造体の対津波設計の方針＝「ピロティ形式の採用・漂流物対策」など、下
記に示す必要な津波対策を講じる。

設計方針 耐震設計と対津波設計の両面を考慮した構造計画とする。構造設計に
あたっては、津波荷重に耐える受圧面の設計・構造骨組みの設計を行う。

ピロティ形式 高い開放性を有する構造（津波が通り抜けることにより建築物等の部分
に津波が作用しない構造）としてピロティ形式を採用する。

転倒・滑動対策 構造計算により、津波によって転倒又は滑動しない構造とする。

傾斜対策 津波によって基礎部分や周辺部に地盤洗堀が発生した場合に建築物が
傾斜しない構造として杭基礎構造を採用する。

漂流物対策 津波による漂流物の衝突によって破損しない構造とする。

例えば、主たる漂流物が船舶、
車両など中小規模のものであれば、
ガードケーブルタイプの漂流防止
柵が適している。逆に、主たる漂
流物が比較的大きなものに限られ
る場合は、杭式が適している。大
きなものから中小規模のものまで
を捕捉する場合は、フェンスタイプ
の漂流防止柵が適している。

庁舎

「敷地内緑化」施し、高木等の
植樹帯により車両等の漂流物
対策を行う。

■浸水対策の実施 （国土交通省「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」等より）

 活動上重要な拠点室・設備室等の対策として、大地震動時及び大地震動後
に要求される機能が発揮できるよう、その性能を確保する。

※活動拠点室等とは、活動拠点室、活動支援室及び活動通路を指す。活動拠点室等、活動上重要な設備
室、危険物を貯蔵又は使用する室等を特定し、それ以外の一般室と区分する。

階層構成 津波浸水対策として、地下フロアを設けない階層構成とする。

活動拠点室等 区災害対策本部などの活動拠点室等について、津波浸水被害を受けな
いフロアに設ける。

活動上重要な設
備室

電気室、機械室、電算機室などの活動上重要な設備室について、津波
浸水被害を受けないフロアに設ける。

■ 構造・設備計画について（津波・浸水被害対策） 資料３ 別冊
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◇地震揺れ対策について
 天井吊り設備、変電設備、エレベーター等の地震揺れ対策を行う。

②災害時の業務継続機能・・・地震揺れ対策について

■天井吊り設備

 東日本大震災では、天井吊空調機器の地震被害が多かった。原因は、長期
間の揺れでの金属疲労による吊材の破断。

 機器の揺れによるアンカーや吊ボルトの損傷を防止する。

資料：国土交通省「防災拠点等となる建築物に係る機能継続ガイドライン 防災拠点等となる建築物の機能
継続に係る事例集」（H30.5）等より

資料：国土交通省国土技術政策総合研究所「災害拠点建築物の設計ガイドライン（案）」（H30.1）より

軽量な機器の耐
震対策

天井吊空調機器を採用する場合に、建築設備耐震設計・施工指針の対
象になっていない重量が1kN 以下の機器でも、吊材を極力短くしたり、
振れ止めを設けたりするなどの耐震措置による落下防止を図る。

天井材とのクリ
アランスの確保

設備機器の筋かい材や吊材と天井材との間にクリアランスを設けること
で、地震に伴う揺れによる天井材の破損を防止する。

■変電設備

 東日本大震災では、受変電設備での配線が揺れて接触し、短絡事故が多
数発生。耐震基準への適合に加え、長期振動への配慮を行う。

頭部へのストッ
パーの追加設置

受変電設備における揺れ対策として、頭部にストッパーを追加設置する
ことで、配線部分の破断を防ぐ対応を取る。

変圧器の揺れ
対策

受注生産でありキュービクルの納期に大きな影響がある変圧器の耐震
対策をする。

継電器の揺れ
対策

継電器は、地震による接点の誤作動を起こす可動機構による有接点方
式をさけ、静止形とする。

◯要素技術の例

◯要素技術の例

■エレベーター

 東日本大震災では、主に高層建物で昇降路内の主索、移動ケーブル等の
引っ掛かりの事例があり、エレベーターの復旧に長時間を要した。事前対策
を講じる。

ＥＶの耐震性能
の向上

エレベーターには、建築物の固有周期での揺れの大きさや揺れの継続
時間などによって、昇降路内で引っ掛かり被害が発生しやすい主索、移
動ケーブルなど長尺物が存在するため、巻上機などの耐震性能向上と
昇降路内突起物への引っ掛かり防止措置を施す。

長尺物揺れ
管制運転の
採用

長尺物揺れ管制運転は、長周期で加速度が小さく、従来の地震感知器
では検出できない長周期地震動を検知し、建物と共振する場合の主索
の振れ幅をリアルタイムで推定し、推定した振れ幅に応じた管制運転
（主索の揺れが小さくなる位置にかごを移動）を実施するシステム。

発災後の速やか
な復旧のための
仕組み構築

地震時管制運転によってエレベーターが休止した後に、エレベーター機
器の損傷等を自動的に診断し、仮復旧するためのシステムを導入する
ことで、機能継続を図るための速やかな復旧の仕組みを構築する。

機能維持に配慮
した配置計画、
ゾーニング

関係法令における最新の技術基準に適合するものとするとともに、地震
管制運転、自動仮復旧、振れ止め対策を講じ、リスタート機能を設ける。

必要な期間、機能を維持できる電源を確保する。

◯要素技術の例

■ 構造・設備計画について（災害時の業務継続機能：地震揺れ対策） 資料３ 別冊
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◇水損防止について
 変電設備・発電機設備、空調・消火設備などの各種設備については、水損防止のため浸水深以上の階に設置する。
 津波浸水部の配管経路については、配管の破損防止のため強固な壁等により保護する。

②災害時の業務継続機能・・・水損防止・電力ガスの途絶対策について

■水損防止（津波対策）

 変電設備・発電機設備、空調・消火設備などの各種設備については、水損
防止のため津波想定浸水深以上の階に設置する。

 津波浸水部の配管経路については、配管の破損防止のため強固な壁等に
より保護する。

資料：国土交通省「防災拠点等となる建築物に係る機能継続ガイドライン 防災拠点等となる建築物の
機能継続に係る事例集」（H30.5）等より

津波の到達想定
高さを踏まえた
受変電・発電設備
の配置計画

津波被害後も施設に電源供給する受変電設備、発電機設備は、津波
による浸水深以上の階に設置する。

発電設備に燃料を供給する地下タンクを設置する場合に、移送ポンプ
は浸水防止型とし、ポンプ制御盤は発電設備と同じ階に設置、地下タ
ンクの通気管も浸水深以上まで立ち上げる。

高置水槽の設置 受水槽を設置せず、高置水槽のみで給水したり、高置水槽と受水槽を
併設したりすることで、継続的な上水供給を確保する。

塩素滅菌装置等
の設置

非常時の上水の貯留時間が５日以上となる場合に、残留塩素の減少
等の水質劣化を防止するために塩素滅菌装置等を設置する。

津波の到達想定
高さを踏まえた
空調・消火設備・
配管計画

津波直後からの使用が必要な施設や主要な設備機器を、津波による
設備システムの停止を防止するため、津波被害想定階以上の階に設
置する。

消火設備（消火ポンプ・消火水槽等）を津波の影響をうけないと想定さ
れる最高の水位以上の位置に設置する。

配管経路の
漂流物対策

津波浸水部の配管の漂流物等による破損防止のため、鉄筋コンク
リート造の壁などにより配管経路を保護する。

◯水損防止の要素技術の例

■電力・ガスの途絶対策

 二系統受電や、非常用発電機・太陽光発電システムの信頼性向上などの対
策を講じる。

受電系統の多重化 二系統受電を行うなど、受電系統を多重化することにより、商用電
力利用の信頼性向上を図る。

発電設備・燃料供給
の二重化対応

発電装置本体、燃料タンク、移送ポンプ、燃料小出し槽、燃料配管
系統を二重化、冗長化し、非常用発電設備の信頼性向上を図る。

中圧ガスを活用した
保安用電源の設置

発電機設備の燃料切れや不測の停止となった場合の最重要負荷
への対応として、災害時にも被害が少なく途絶しにくい中圧ガスを
燃料とする小容量発電機を設置する。

保安負荷用の
小容量発電機の
設置

防災負荷（消火ポンプ・排煙機等）用の大容量発電機とは別に、保
安負荷（給水ポンプ・照明等）用の小容量発電機を設置する。
保安負荷用の小容量発電機は、対象となる発電機負荷を限定する
ことで燃料消費量を大きく削減できるので、同じ燃料タンク容量で長
時間の発電運転が可能となる。

災害時に対応可能
な太陽光発電設備
の設置

太陽光発電設備は蓄電池付とし、商用電力が停止した際は防災拠
点で必要な電源が供給できるように系統から切り離し太陽光発電
の自立運転を行う。その際、夜間や曇りの時など発電出力が不足
する場合は蓄電池から供給する。
曇り時の太陽光発電電力を有効利用するために、パワーコンデショ
ナー(PCS)を小型分割設置し、曇り時の状況に応じて太陽光パネル
を並列接続し、高い電力変換効率を維持する。

保安負荷用の
コージェネレーション
システムの設置

保安負荷用の非常用発電機を兼ねて、コージェネレーションシステ
ムを設置する。

建物導入部・エキス
パンション部におけ
る変形追従対策

建物の導入部分やエキスパンションジョイントの部分は、地震時に
建築物と地盤との変位により、設備が被害を受ける可能性が高い
ため、導入部分に十分な可とう性・変位対応を実施する。

天井と取り合いのあ
る設備の設置方法

地震時に天井との衝突、天井の動きに伴う配管・配線の切断等によ
り、破損するおそれがあるため、有効に天井との衝突を抑制できる
支持方法、天井の動きに伴う配管・配線の切断に対応できる可とう
性・変位対応性を有する配管・配線を用いる。

◯電力・ガスの要素技術の例

◇電力・ガスの途絶対策について
 二系統受電や、非常用発電機・太陽光発電システムの信頼性向上などの対策を講じる。

資料：国土交通省「防災拠点等となる建築物に係る機能継続ガイドライン 防災拠点等となる建築物の
機能継続に係る事例集」（H30.5）等より

資料：国土交通省国土技術政策総合研究所「災害拠点建築物の設計ガイドライン（案）」（H30.1）より

■ 構造・設備計画について（災害時の業務継続機能：ライフライン途絶対策①） 資料３ 別冊
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◇空調・換気設備の途絶対策について
 地震等により設備が破損しないよう対策を講じる。
 ライフライン途絶時においても災害拠点に必要な居住環境を確保する。

②災害時の業務継続機能・・・空調・換気設備の途絶対策について

■破損等の防止

 地震等により設備が破損しないよう対策を講じる。

漏水対策 可能な限り居室等の天井内に冷温水配管を設けない計画とするととも
に、ファンコイル等を設ける場合は、地震によってファンコイル等への
配管が破損しないよう、ファンコイルを十分な強度で固定するとともに、
冷温水配管は可とう性を有する配管で接続する。

エキスパンション
部等における変形
追従対策

エキスパンションジョイントの部分は、地震時に建築物と地盤との変位
により、設備が被害を受ける可能性があるため、エキスパンション部に
は十分な可とう性・変位対応性を持たせる等、適切な対策を講じる。

天井と取り合いの
ある設備の設置
方法

地震に伴う天井の変位に追従できるよう、適切に機器、配管類の支持
を行う。

◯破損等防止の要素技術の例

■空調・換気設備の途絶対策

 ライフライン途絶時においても災害拠点に必要な居住環境を確保する。

機能維持に有効な設備の
負荷低減

窓による通風・換気、パッシブデザイン等を実施する。

非常用設備を活用した
機能継続

排煙設備を活用した通風・換気を実施する。

被災後の機能維持
に配慮した系統の設定

分散空調システム等を導入する。

備蓄品や代替機器
等による温熱環境の確保

可搬式ヒーター等を導入する。

◯空調・換気設備の要素技術の例

資料：国土交通省国土技術政策総合研究所「災害拠点建築物の設計ガイドライン（案）」（H30.1）より
資料：国土交通省国土技術政策総合研究所「災害拠点建築物の設計ガイドライン（案）」（H30.1）より

■ 構造・設備計画について（災害時の業務継続機能：ライフライン途絶対策②） 資料３ 別冊



水源の多様化 防災用井戸を設置し、井水を雑用水として利用したり、濾過したうえで飲
料水として利用する。
雨水を貯留しておき、雑用水として活用する。

被害後の機能
継続に配慮した
給水系統

水源を多様化した場合に、水質の違いに配慮し、給水配管系統を飲料
水とトイレ洗浄水の二系統に分離する。

浄水設備による
飲料水の確保

非常時であっても、井水を飲用水として利用することは水質の問題から
困難な場合が多いので注意が必要だが、濾過することで飲料水として
利用することも可能である。

建物導入部・エ
キスパンション
部における変形
追従対策

建物の導入部分やエキスパンションジョイントの部分は、地震時に建築
物と地盤との変位により、設備が被害を受ける可能性が高いため、導入
部分等に十分な可とう性・変位対応性を持たせる等、適切な対策を講ず
るものとするとともに、破損した場合における復旧措置を迅速に実施で
きるよう、破損を想定する部位にピットを設ける等の対策を講じる。

水槽のスロッシ
ング対策等

受水槽、高置水槽等については、有効なスロッシング対策を講じる。

漏水対策 給水・給湯配管系統の破損による漏水を有効に防止できる位置に、地
震を感知して作動する緊急遮断弁を設置する

天井と取り合い
のある設備の設
置方法

スプリンクラーのヘッド等、天井との取り合いのある設備については、十
分な可とう性を有する配管で接続する。
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◇通信・給排水の途絶対策について
 通信 ＝固定電話等や防災無線などの非常時の通信手段を確保する。
 飲料水・雑用水＝断水に備え、貯水槽や雨水活用など多様な水源を確保する。
 排水 ＝下水処理施設の停止や公共下水本管の断絶に備えた対策を講じる。

②災害時の業務継続機能・・・通信・給排水の途絶対策について

■通信の途絶対策

 市役所内外の関係機関との連絡手段である固定電話等や防災無線などの
非常時の通信手段を確保する。

資料：国土交通省「防災拠点等となる建築物に係る機能継続ガイドライン 防災拠点等となる建築物の機能継続
に係る事例集」（H30.5）等より

資料：静岡市業務継続計画より

固定電話 静岡市の各庁舎の交換機は転倒防止対策が実施されており、非常用
発電機からの電力供給を受けられる限り、固定電話や災害時優先電話
は使用可能である。

通常、市役所周辺は、地中ケーブルであり断線の可能性が極めて低い
ことから、通信事業者のサービスが利用可能と考えられている。

防災無線 静岡市はデジタル無線が整備されており、各庁舎の機器には７２時間利
用可能なバッテリーが備わっており、非常用発電機が機能しない場合で
も端末は利用可能であると想定されている。

公衆電話 災害時優先電話と同様に通信制限を受けない優先機能が備わっている
ため、できるだけ取り外さないよう通信事業者と協議を図るとともに、特
設公衆電話の設置を検討する。

緊急時も活用
可能なWi-Fiの
設置

災害時に避難場所を利用する人たちの情報伝達手段となるWi-Fiを設置
する。

◯通信の要素技術の例

資料：国土交通省「防災拠点等となる建築物に係る機能継続ガイドライン 防災拠点等となる建築物の
機能継続に係る事例集」（H30.5）等より

資料：国土交通省国土技術政策総合研究所「災害拠点建築物の設計ガイドライン（案）」（H30.1）より

■飲料水・雑用水の途絶対策

 非常時の断水に備え、貯水槽や雨水活用など多様な水源を確保する。

◯飲料水・雑用水の要素技術の例

資料：国土交通省「防災拠点等となる建築物に係る機能継続ガイドライン 防災拠点等となる建築物の機能継続
に係る事例集」（H30.5）より

資料：国土交通省国土技術政策総合研究所「災害拠点建築物の設計ガイドライン（案）」（H30.1）より

■排水の途絶対策

 下水処理施設の停止や公共下水本管の断絶に備えた対策を講じる。

緊急汚水槽の
設置

下水処理施設の停止や公共下水本管の断絶に備えて、緊急汚水槽の
設置を検討する。

◯排水の要素技術の例

※「建物導入部・エキスパンション部における変形追従対策」、「水槽のスロッシング対策等」、
「漏水対策」、「天井と取り合いのある設備の設置方法」は、『飲料水・雑用水の途絶対策』と同様

■ 構造・設備計画について（災害時の業務継続機能：ライフライン途絶対策③） 資料３ 別冊
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◇備蓄・補給・仮設設備ライフラインの途絶対策について
 備蓄 ＝ライフラインの途絶に備え、燃料・水・食料等を備蓄する。
 補給 ＝都市インフラや施設内インフラ設備が復旧するまでの間、仮設の応急設備等からの補給を受けて対応する。
 備品・仮設設備＝可搬型発電機や扇風機などの備品や、マンホールトイレなどの仮設設備による対応を検討する。
 その他、業務継続環境確保のために必要な対策を検討する。

②災害時の業務継続機能・・・備蓄・補給・仮設設備の途絶対策について

■備蓄

 ライフラインの途絶に備え、燃料・水・食料等を備蓄する。

資料：国土交通省「防災拠点等となる建築物に係る機能継続ガイドライン 防災拠点等となる建築物の
機能継続に係る事例集」（H30.5）等より

燃料の備蓄 非常用発電機用の燃料を備蓄しておき、長時間の運転が可能なよう
にする。

間欠運転に耐える
回路の設定

非常用発電機の運転時にバッテリーを充電できるような回路構成に
し、複数回の再起動を可能にする。

飲料水用水槽、
雑用水用水槽
の大型化

受水槽等の容量について、常時ばかりでなく非常時の使用水量を確
認し、非常時には使用水量の制限を前提に計画する。

◯備蓄に関する要素技術の例

■備品・仮設設備

 可搬型発電機や扇風機などの備品や、マンホールトイレなどの仮設設備に
よる対応を検討する。

資料：国土交通省「防災拠点等となる建築物に係る機能継続ガイドライン 防災拠点等となる建築物の
機能継続に係る事例集」（H30.5）等より

可搬型発電機
の用意

発電機設備の燃料切れや不測の停止となった場合の最重要負荷（照
明・揚水ポンプ・防災無線等）への対応や、予定外の場所での電源供給
が必要になったときへの備えとして、可搬型低圧発電装置（蓄電池含
む）を建物内に用意する。

マンホールトイレ
の設置

下水道管路にあるマンホールの上に簡易な便座やパネルを設けるマン
ホールトイレを設置し、災害時にトイレ機能を迅速に確保する。

扇風機、可搬式
ヒーターの用意

空調設備が使用不能になった場合に、扇風機や可搬式ヒーターによっ
て最低限の執務環境・居住環境を確保する。

◯備品・仮設設備に関する要素技術の例

■補給

 都市インフラや施設内インフラ設備が復旧するまでの間、仮設の応急設備
等からの補給を受けて対応する。

資料：国土交通省「防災拠点等となる建築物に係る機能継続ガイドライン 防災拠点等となる建築物の
機能継続に係る事例集」（H30.5）等より

仮設電源の導
入を想定した設
備計画

商用電源や自家発電設備の代替として、移動電源車などの仮設電源
による電力供給を行うため、仮設電源の導入を想定した回路構成とし
ておく。

給水車の接続を
想定した設備計画

受水槽が建物内部に設置される場合に、長期の断水に備えて給水車
等による建物外部から受水槽への水の補給が容易となるように補給
水ルートを確保する。

給水車から受水槽までの補給水ルートに配管抵抗や高低差による揚
程が必要な場合に、常設の揚水ポンプ・給水ポンプを利用できるよう
に仮設配管用バルブを常設ポンプに設けるなどの工夫をする。

◯補給に関する要素技術の例

■静岡市ＢＣＰをふまえた対応

 その他、業務継続環境の確保のために必要な対策を検討する。

◯静岡市業務継続計画をふまえた検討すべき事項

資料：静岡市業務継続計画より

地震揺れ対策 ・サーバー機器類の転倒防止
・貯水槽・配管の耐震化対策

ライフラインの
途絶対策

・72時間連続運転可能な非常用発電設備の導入
・非常用発電機系統のコンセントの色分け
・電源車の接続
・通信（固定電話、非常時優先電話、デジタル防災無線）のバックアップ
系統化
・サーバー機器類のバックアップ系統化、サーバー室の特殊消火設備
・トイレ排水用井水・雨水利用
・災害用トイレ、職員用食料・生活用品等の備蓄
・自動販売機の災害時利用

■ 構造・設備計画について（災害時の業務継続機能：ライフライン途絶対策④） 資料３ 別冊



ICT分野 想定施策 利用目的・活用分野等
利用想定
サービス

想定効果 庁舎検討における影響 備考

AI

市民案内等電話（あるいは総合案内窓口、ｲﾝ
ﾀｰﾈｯﾄ案内等）のコンシュルジュ機能（庁舎案
内、企業局等料金案内など）の導入

清水庁舎来庁者や清水区への質問に
おける電話、あるいはインターネットに
よる照会回答についてAI技術を利用し
た応答システムを導入する。

IBM 

Watosonな
ど

・人的サービス置き換えによる人員配置の適正化や窓
口設計における集約化、ｺｰﾙｾﾝﾀｰ業務の置換による経
費面の圧縮
・質問に対する的確な回答を担保することによる、市民
応対の正確性の向上や、ｸﾚｰﾑの減少

ｺｰﾙｾﾝﾀｰ機能の代替
総合窓口化の実現

利用は電話・HPのほか、来庁者向けにﾃﾞｼﾞﾀﾙｻｲﾈｰｼﾞ
ﾊﾟﾈﾙなど表示装置の設置

AI
自走型コンシュルジュロボット、文書等集配ロ
ボットの導入

来庁した市民等へのフロア案内や誘導
場面で、自走型案内ロボットを配置し、
不案内な来庁者への補助・介助を行う。
また、各課雇用非常勤や臨時職員が
行っている庁内文書便の各課配送、収
集などにも利用する。

Pepperなど
自走型ﾛﾎﾞｯﾄ

・ｱﾃﾝﾄﾞﾛﾎﾞｯﾄ投入による対外的PR効果
・来庁（来静）者に対し、担当窓口への案内・引継ぎを行
うことで、来庁者へｽﾑｰｽﾞな手続きの実現を図れる。
・非常勤・臨時職員の雑務軽減（あるいは雇用抑制）

・庁舎PR効果
・自走型ﾛﾎﾞｯﾄ走行に対するﾌﾛｱ導線確保
やﾊﾞﾘﾌﾘ、対応型EVの想定

必ず必要な機能ではないが、将来的な投入を考慮し
た際、適切なフロア空間設計が必要となる。

AI クラウド対応多言語小型翻訳機の配備
来庁される外国人の方に対し、クラウド
型翻訳端末装置の配備

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ
ez:commuな
ど

・来庁（来静）する外国人の国籍多様化に対応し、多言
語申請手続き補助等の場面で有効
・国際交流協会などに依頼するケースの減少
・公的施設で外国語専門員の確保が難しい部門への負
荷軽減

総合窓口化の実現
専門職配置の負担減

機種によるが、SIMﾌﾘｰで携帯通信（4G)を利用し、ｸﾗｳ
ﾄﾞ翻訳できるものであれば、来静観光客などへの貸出
しなども可能。

RPA

RPA技術を利用し、現在の窓口作業の手書き
申請から電子申請への切替による、窓口渋滞
の解消（相談系と証明系の分離）

来庁目的が、単純な証明等取得や期
間満了による更新など、比較的ﾙｰﾃｨｰ
ﾝでかつ、人的業務の関わりの薄い分
野に対し、AI ｽｷｬﾅや対面型入力機、
申請書のOCR用紙化などで、来庁者が
自身で操作→用務完了できるコーナー
を設ける。

・窓口の相談系と単純な申請、証明書取得などとを分離
することで、人的対応と機械対応に窓口導線を整理・集
約し、窓口滞留の軽減、またフロア配置の自由度が高ま
る。
・各窓口課における属人化業務の標準化を進め、異動
後職員がスムーズに業務従事できる体制の確保
・窓口分離による、常勤人的体制の見直しが図れ、配置
要員や雇用非常勤・臨時の減も検討可能

総合窓口化の実現
各課配置人員の見直し（ｼﾌﾄ要員の減な
ど）やﾊﾞｯｸﾔｰﾄﾞ作業場所、休息場所の確
保などにﾌﾛｱ設計の自由度が高まる。

各窓口業務におけるRPAについては、庁舎に関わらず
進める必要があるため、清水庁舎のみ先行とはなら
ない。

AI

IOT

庁舎ファシリティにおける館内制御設備へのAI、
IOT機器の導入

館内における各種設備（EV、空調、警
備等）について、センサーを用いて、最
適化運転を行う設備の導入を行う。
また、将来的な入退室管理や端末管理
のためのIOTセンサーを庁舎内各所に
設ける。

・AI管理を謳う各種設備の採用により、設備の効率運用
による電気代等の縮減
・市政PC等の業務端末の移動系端末（ﾀﾌﾞﾚｯﾄ等）への移
行を考慮し、職員の作業場所が庁舎各所で可能とする
（ﾌﾘｰｱﾄﾞﾚｽ化）。

ﾌｧｼﾘﾃｨ設計時に、将来のﾌﾘｰｱﾄﾞﾚｽや、設
備の最適化を踏まえ、各種ｾﾝｻｰ類を結ぶ
IOTﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの設置を考慮する。

設備系の監視や、人、モノの庁内ﾓﾆﾀｰするためのﾈｯ
ﾄﾜｰｸについては、既存ﾈｯﾄﾜｰｸ（住基、市政）では対
応できないため、新たなﾌｧｼﾘﾃｨ専用のﾈｯﾄﾜｰｸ構築
が必要となる。

その他
ｲﾝﾌﾗ

市政系ネットワークにおける無線LAN環境の
構築

庁内におけるﾌﾘｰｱﾄﾞﾚｽの実現に向け、
特に市政系ﾈｯﾄﾜｰｸについてより自由
度を増すための無線化技術によるﾈｯﾄ
ﾜｰｸを構築する。

フリーアドレス効果を高めるためには、業務実施場所に
制約を設けないことが好ましいため、端末機の移動型（ﾀ
ﾌﾞﾚｯﾄ等）への移行を考慮した際、無線LAN化が必要とな
る。

庁舎内装設計において、天井裏や通路へ
の配管、電源供給の配慮が必要。

市ﾃﾚﾜｰｸ推進計画と連動し、情報機器の可搬型（ﾀﾌﾞ
ﾚｯﾄ化）など検討していく。

その他
ｲﾝﾌﾗ

無線LAN環境の構築に伴うフリースペースの
設置

庁内無線LAN環境整備に伴い執務室
以外で、来客対応や、市民が利用でき
るフリースペースや集中作業室を設け、
設備としてテレビ会議設備やミニシア
ター形式でのプレゼンルーム等を確保
する。

現在、接客や日常業務を執務室で行っているが、集中
作業をするスペースや会議室以外での小面会スペース
に使えるフリースペースを設けることで、作業能率や一
種の気分転換による生産性向上が図れる空間を確保し
たい。

庁舎内装設計において、天井裏や通路へ
の配管、電源供給の配慮が必要。

ﾃﾚﾜｰｸ先進事例企業にみられるように、来客等にも利
用できる多目的空間を設け、ﾊﾟｰﾃｰｼｮﾝ等でｽﾍﾟｰｽ分
割することで、多目的かつ新しい市庁舎の形を提案す
る。

ＩＣＴ=Information and Communication Technology（情報通信技術） ＡＩ=Artificial Intelligence（人工知能）
ＲＰＡ=Robotic Process Automation（事務処理や業務処理等の定型作業を自動化や効率化を図れるツール） ＩＯＴ=Internet of Things（モノのインターネット モノがセンサー等でインターネット経由で通信すること）

■ 管理・運営方法について（将来導入が期待されるＩＣＴ技術を利活用した庁舎機能） 資料５ 別冊
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本資料は、ICT技術を利活用した将来導入が期待される新庁舎機能について、現在考えられる例を整理したものです。ここで整理した事項や今後のICT技術の進展を
考慮し、将来を見据えた庁舎を目指していきます。※現段階で実験段階の技術含みます。


